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はじめに

自然災害の容赦のない猛威を見せつけられた東日本大震災。この災害は、協会事業の

、 。ひとつである災害対策支援事業を進める上で その支援のあり方等に大きな教訓となった

早速、直近の３月２４日臨時の災害対策委員会を開催し、この災害で得た通信手段等の

不通に伴う教訓を活かすべく、今後の情報共有等について協議したところである。

、 、 、 「 、また 現在 警視庁に見直しの要望をしている 警視庁との 災害時における交通誘導

警戒業務に関する協定」の見直し作業をさらに加速していただくために、今後も警視庁に

働きかけをしていく必要がある。

さて、平成２０年１２月１日公益法人改革関連三法が施行されたことに伴い、当協会は

平成２４年度からの一般社団法人への移行認可を目指し、徐々に組織、内部統制の見直し

を行うなど、その整備の下で、平成２２年度は

○ 犯罪の防止又は治安の維持を目的とする事業

○ 警備業務の適正な運用と健全育成に関する事業

○ 事故又は災害の防止を目的とする事業

などの公益事業中心の事業を継続しながら、一部共益事業にも比重を移行しつつ展開して

きたところである。

その中でも、都内の犯罪情勢は、認知総件数で平成１４年をピークに減少しつつある

状況の中で、振り込め詐欺やひったくり、児童や高齢者が犠牲になる凶悪犯罪等が依然と

して後を絶たない。そうした中で生活安全産業として警察力を補完する立場にある警備業

として、真に国民が安全・安心を体感できる事業の推進に努めるなど、犯罪抑止活動事業

を継続して実施した。

さらに、信頼される警備業を目指し、適正な警備業務を推進するため、改正警備業法の

狙いである「警備員の知識・能力の向上」「警備業務の依頼者の保護」などに対応した

各種事業を展開した。

事業の推進結果については、下記のとおりである。

Ⅰ 普及啓発事業

（定款上の事業～第４条第１項第１号「都民の自主防犯意識、自主防災意識の啓もう

及びこれらの活動に対する協力事業 、第７号「関係行政機関等の行う防犯、防災そ」

の他事故防止活動に関する協力事業 、第８号「警備業に関する内外の意識の向上及」

び改善を目的とする機関誌の発行その他広報活動に関する事業 ）」

１ 広報啓もう事業

( ) リーフレット等の作成、配布1
振り込め詐欺撲滅の広報・啓もうを図るため、平成２２年５月「振り込め詐欺

３つのウソ電話 「ウソの電話は、すぐ１１０番！」等と記入したリーフレット入」

りポケット・ティッシュ２０万個を、平成２３年２月「振り込め詐欺犯人はあなた

を狙っています！ 「電話番号が変わった 「カード預かります」という電話は詐欺」 」

です。等の文字入りボックスティッシュ３万個、及び「騙されないで！ 振り込め

詐欺に注意！！」の文字入りメモ帳３万冊を作成し、それぞれ防犯活動を実施する

ボランティア団体に寄贈した。
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この振り込め詐欺撲滅活動に貢献したとして、平成２２年８月１８日、及び

平成２３年３月２４日に警視庁振り込め詐欺緊急対策本部長（副総監）から感謝状

が授与された。

( ) 東警協ウェブサイト2
協会のホームページには、警備業法の一部を改正する法律に基づく検討結果、

東京都暴力団排除条例の公布、東日本大震災に伴う協力依頼等各種情報の提供、

資格取得講習、セミナー等の案内を広く一般に公開するなどした。

( ) 機関誌「とうけいきょう」の発行3
機関誌「とうけいきょう」に、地震等災害情報、労働災害情報、犯罪情報等を

はじめ、「検定合格１００％を目指して」や「役に立つ税務相談」等を連載する

など、警備業に役立つ情報を掲載するとともに、会員はじめ関係機関、団体等に

配布するなどの広報・啓もうに務めた。

( ) 業界紙掲載による広報4
ア 平成２２年５月の振り込め詐欺撲滅活動に貢献したことにより、警視庁から

感謝状が授与されたが、警備保障新聞社の取材があり、８月２５日付記事に

「 」 、東京警協 警視庁から感謝状 振り込め詐欺撲滅に貢献 の見出しで掲載され

東警協の取り組みについて紹介された。

イ 本年度は、防犯パトロール車（青パト）を６団体に各１台づつ寄贈することと

なり、１２月１日寄贈式を行った。警備保障新聞社の取材があり、１２月８日付

記事に「青パト６台 防犯協会に贈呈 東京警協 社会貢献事業の一環」と掲載

され、東警協の活動の一端が紹介された。

２ 犯罪抑止活動事業

( ) 公益目的活動補助1
防犯パトロール車(青パト)の寄贈

１２月１日地域の犯罪抑止活動及び自主防犯意識の啓蒙活動に寄与するため犯罪

発生状況により必要と思われる地域の６防犯協会に青パトを各１車両寄贈した。

それぞれの地域において、ひったくり多発地域や小・中学校周辺における子供の

見守り活動のための防犯パトロール及び振り込め詐欺防止広報活動などの防犯活動

に効果的に活用されている。

青パトの寄贈は、犯罪の発生状況、地域の需要等を勘案して、平成１９年度

８協会、平成２０年度９協会、平成２１年度９協会、本年度６協会、計３２車両を

寄贈しているが、各地域において犯罪抑止効果をあげるとともに、青パトを活用

した活動に都民の期待が強い。

(2) 関係機関等への協力

ひったくりや振り込め詐欺被害防止活動、全国地域安全運動、年末年始における

警戒等に会員が地域のボランティア団体等と一体となった防犯活動を展開し、犯罪

抑止の機運を醸成するための活動を行った。
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Ⅱ 育成事業

（定款上の事業～定款第４条第１項第２号「警備従事者に対する教育、訓練及び各種

教材の研究開発に関する事業 、第３号「東京都公安委員会から委託された講習に関」

する事業 、第６号「警備用資器材の研究開発、関係図書の収集及び発刊並びにこれ」

らの購入及び斡旋に関する事業 、第１１号「警備員の検定に係わる登録講習機関が」

行う講習に関する事務受託事業 ）」

「組織は人なり」と言われる。そして、この組織を適正かつ円滑に機能させるため

には、組織を構成する人の育成と、そのための教育が重要となる。

平成１５年１２月１８日の犯罪対策閣僚会議において決定された「犯罪に強い社会

の実現のための行動計画」において、「生活安全産業としての警備業の育成と活用」

の項目が挙げられた。その内容は「警備員の検定・教育制度の活性化等により、警備

業務の種別に応じた専門的な知識及び能力の向上を図る。また、緊急地域雇用創出

特別交付金(基金)を活用した警備業者等による防犯パトロール事業を推進する」と

いうものであり、政府において警備業の位置づけがされたところである。

このように、国民の生命、財産を守る生活安全産業という位置づけをされている

警備業にとっては、高い専門的な知識及び能力を持った警備員、高い資質や倫理観を

兼ね備えた警備員が揃った組織、まさにプロ集団の育成が求められている。

そのような警備員を輩出するため、次のとおり、研修会をはじめ、各種教育事業を

実施した。

また、育成事業は、長期にわたり継続して行われるものであること、その間の事業

費の変動に左右されない安定した財政基盤が必要であることなどから、３月１日付で

育成事業推進基金に関する新たな規定を制定し、安定した事業を推進するための積立

を行うこととした。

１ 教育研修会事業

警備員の知識及び能力の向上を図るため、受講対象者を警備業務別、担当者別等に

分類し次の研修会を実施した。

( ) 教育幹部の研修会1
各社の経営者、警備員指導教育責任者等の教育幹部を対象に、教育幹部としての

資質及び能力向上を図るため、警視庁、東京消防庁の担当官や民間の講師を招き、

次のとおり研修会を開催した。

ア 教育幹部合宿研修会

１０月１３日～１５日の３日間（２泊３日 「研修センターふじの」において、）、

事例に学ぶ 社内教育のコツ の講義のほか ６班に分けたグループディスカッ「 」「 」 、

ション及び実技訓練の研修会を実施した （参加者 ５７名）。

イ 教育幹部研修会

６月２４日 ２５日の２日間 東警協第２研修センターにおいて 国際テロ情勢、 、 、「

とＡＰＥＣに向けて 「施設警備における自衛消防活動上の留意事項 「警備業務の」 」

概況と適正業務の推進 部下育成のコツ の講義及び実技訓練などの研修会を実施」「 」

した。特に、１１月開催のＡＰＥＣに向けたテロ対策を踏まえた講義のほか、爆発

物対策、警察犬による爆発物等の臭気判別などの研修に教育幹部としてのあり方を
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学んだ （参加者延べ １５０名）。

ウ 施設警備業務中堅幹部研修会

５月２５日、１２月１７日の２回、東警協研修センターにおいて、施設警備業務

各社の教育中堅幹部に対する実技訓練を主とした研修会を実施した。

（ ）参加者延べ １５４名

エ 交通誘導警備業務指導者研修会

６月１１日、１１月２２日の２回、東警協研修センターにおいて、交通誘導警備

業務各社の指導者に対する実技訓練を主とした研修会を実施した。

（ ）参加者延べ １１１名

オ 輸送警備業務研修会

１１月１５日交通管制業務の実態把握を兼ね、輸送警備業務管理者を主体に、

「 」警視庁交通管制センターの見学とあわせて警視庁担当官から 輸送警備業務の現状

についての指導を受けた。特に、管制センターの見学では、都内道路の渋滞状況な

、 、 、どの交通状況 管制状況の指導を受け 道路交通状況にあわせた輸送経路の選定等

輸送警備業務上の問題点を把握する上で参考となる実のある研修会であった。

（ ）参加者 ４５名

( ) 各地区における研修会2
各地区において、適正業務の推進等の研修会とあわせて、資質の向上を目的とし

た研修会をそれぞれ実施した。

２ 警備員教育事業

現任教育

受講申し込みのあった警備員に対して、警備業法第２１条第２項に基づく現任教育

を東警協研修センターにおいて次のとおり実施した。

○ 教育期ごとの現任教育（基本教育、業務別教育・１日）

４８回 延べ ４８日間 ５，０３４名（会員４，６０９名、非会員４２５名）

○ 予備講習（業務別教育・１日～２日間 ））

・ 施設１級 １回 延べ ２日間 １９８名

・ 施設２級 １１回 延べ２２日間 １，７９４名

・ 交通２級 １３回 延べ２６日間 ２，８０５名

・ 雑踏１級 ２回 延べ ４日間 ３６９名

・ 雑踏２級 １１回 延べ２２日間 １，６７０名

・ 貴重品１級 １回 １日 ４２名

・ 貴重品２級 ４回 延べ ４日間 ２３０名

合計 ４３回 延べ８１日間 ７，１０８名

（会員 ６，９５５名、非会員 １５３名）

総計 ９１回 延べ １２９日間 １２，１４２名

（前年比 ＋２，５０１名）

なお、平成２２年１月１日から第２研修センターの運用を開始したことにより、

特別講習受講者の合格率アップを目指し、施設１級・２級、交通２級及び雑踏１級

２級の予備講習を２日間実施することとした。
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３ 職業訓練認定校事業

新任教育

受講申し込みのあった警備員に対して、警備業法第２１条第２項に定められている

新任教育を東警協研修センターにおいて次のとおり実施した。

１２回 延べ４８日間 延べ人員 ８４２名（会員 ７６４名、非会員 ７８名）

（前年比 ＋５３名）

４ 公安委員会講習事業

東京都公安委員会から委託された、警備業法第２２条の規定に基づく資格取得の

ための警備員指導教育責任者講習及び同法第４２条に基づく資格取得のための機械

警備業務管理者講習を東警協研修センターで、各営業所で選任されている警備員指導

教育責任者を対象とした現任指導教育責任者講習を東食健保会館及び東警協研修セン

ターで次のとおり実施した。

( ) 新規取得講習1
・ １号警備業務（７日間） ４回 ５００名

・ ２号警備業務（６日間） ２回 １５５名

・ ３号警備業務（６日間） ２回 ９６名

・ ４号警備業務（５日間） ２回 ９名

合計 １０回 ７６０名（前年比 －２７名）

( ) 追加取得講習2
・ １号警備業務（５日間） ４回 ９０名

・ ２号警備業務（３日間） ２回 ５４名

・ ３号警備業務（３日間） ２回 ２４名

・ ４号警備業務（２日間） ２回 ６１名

合計 １０回 ２２９名（前年比 ＋１５名）

( ) 機械警備業務管理者講習（４日間）3
３回 １４１名（前年比 －２名）

( ) 現任指導教育責任者講習（定期講習）4
・ １号警備業務（１日） ３回 ５９１名（東食健保会館）

・ ２号警備業務（１日） ２回 ３５７名（東食健保会館）

・ ３号警備業務（１日） １回 ８０名（東警協研修センター）

・ ４号警備業務（１日） １回 ７３名（東警協研修センター）

合計 ７回 １，１０１名（前年比 ＋３７名）

なお、東警協ホームページにおいて、それぞれ講習の年間実施計画及び受講手続

き等の掲載をするなどの広報をしたほか、各種研修会等できめ細かく指導をする

など、講習の適正な実施に努めた。
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５ 特別講習事業

(社)警備員特別講習事業センターから委託された「警備員等の検定等に関する

規則(平成１７年国家公安委員会規則第２０号)第１７条の基準に適合する講習会

(以下「特別講習」という。)を「研修センターふじの」及び「東警協研修センター」

で次のとおり実施した。

・ 施設警備業務１級 １回 １０９名（合格率 ６７．９％）

・ 施設警備業務２級 １１回 １，０１７名（合格率 ６８．２％）

・ 交通誘導警備業務２級 １３回 １，５３２名（合格率 ６０．８％）

・ 雑踏警備業務１級 ２回 ２０７名（合格率 ８０．７％）

・ 雑踏警備業務２級 １１回 ９５２名（合格率 ７３．７％）

・ 貴重品運搬警備業務１級 １回 １０２名（合格率 ８３．３％）

・ 貴重品運搬警備業務２級 ４回 ４７０名（合格率 ６９．４％）

合計 ４３回 ４，３８９名（合格率 ６７．９％）

平成２２年１月１日第２研修センターの運用を開始したことから、本年度から施設

警備業務２級及び雑踏警備業務２級特別講習を「東警協研修センター」で実施した。

６ 教育書籍等販売事業

警備員の教育図書として、次のとおり警備関係図書等の販売を行った。

・ 警備業法の解説 ２，１５４冊

・ 警備員指導教育責任者講習教本 ４，６１７冊

・ 警備員指導教育責任者講習問題集 １，９６４冊

・ 警備員必携 ４８０冊

・ 施設、交通、雑踏、貴重品問題集 ２，２６０冊

・ その他の書籍等（ビデオ、 含む） ３，６０６点DVD
合計 １５，０８１冊（点）

７ 旧資格者講習事業

全警協から委託された旧警備員指導教育責任者資格者証を有する者を対象とした

講習を次のとおり実施した。

・ １号警備業務（４日間） ２回 ２９５名

・ ２号警備業務（３日間） ２回 ３２２名

・ ３号警備業務（３日間） ２回 ３２０名

・ ４号警備業務（２日間） ２回 ３５８名

， （ ）合計 ８回 １ ２９５名 前年比－４回 －３４５名

本講習は平成２２年１１月２０日で終了したことにより、全警協との委託契約は

解除となった。なお、東警協ホームページにおいて、講習の年間実施計画及び受講

手続き等の掲載をするなどの広報をしたほか、各種研修会等できめ細かく指導をする

など、講習の適正な実施に努めた。
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Ⅲ 調査研究指導事業

（定款上の事業～定款第４条第１項第５号「警備業務の適正化、警備業務に関する知

、 」識 技術の向上を図るための調査研究及び警備業務の需要動向に関する調査研究事業

第９号「警備業に関する資料の収集及び情報の交換並びに相談、指導及び苦情の処理

に関する事業 ）」

国民の自主防犯・防災行動を補完又は代行する警備業にとって、平素から犯罪の発生

状況、災害時に予想される被害状況等を想定した対策を研究し、啓発普及活動や災害

対策支援活動に活用していくことは重要なことである。

また、警備業を活用した「犯罪等に強い社会の構築」をしていくために、警備業の

実態把握等の情報を集約し、必要とされる警備の技術、能力、知識等に活用し、質の高

い警備員を育成するために役立てていくことも求められている。

加えて、適正かつ質の高い警備業務の実施が求められていることから、警備業法等の

周知のための研修会、日常業務の相談受理等を通じて指導助言を行うなど、次の事業を

推進した。

１ 調査研究事業

警備業を活用した「犯罪等に強い社会の構築」の実現を目指すとともに、警備業務

の適正運営に資するため、犯罪の発生状況、警備業の実態、警備料金実態、労働災害

等について関係諸官庁の資料等を通じて収集し、その情報の活用に努めた。

( ) 犯罪抑止の効果的対策の研究1
警視庁がまとめた「平成２１年東京の犯罪情勢 「万引きの取扱状況 「平成２１」 」

」 、 「 、年警備業の実態と指導強化推進状況 等の資料のほか 警視庁担当官から 万引き

ひったくり、振り込め詐欺」の傾向と対策を伺うなどして情報を収集し、資料の

発出や機関誌「とうけいきょう」に掲載した。

また、研修会で警視庁担当官から、犯罪情勢と犯罪抑止活動等の指導を受ける

など、その対策等について研修した。

( ) 相談受理・事故事例等による問題把握2
ア 相談コーナーの充実

警備業務に関する相談等に適切に対応するため、事務局内に設置していた

「警備業や消費者契約に関する相談受理等のための相談所」をリニューアルした

ほか、１２月１日から相談専門員の委嘱、専用電話を設置して運用を開始する

などの充実に努めた。

また、文書の発出と東警協ホームページに掲載するなどしてその利用の促進を

図ったところ、来訪あるいは電話により、警備業法に係る相談をはじめ、検定等

に関すること、労基法等に関することなどの相談があった。

専門分野に関することは、それぞれ関係機関を紹介するとともに、協会で回答

できる案件はその場で回答するなどした。
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※ 相談等件数 ７４件（１２月１日以降の集計）

・ 警備業法に関すること ６６件

・ 労基法等に関すること ６件

・ その他 ２件

イ 事故事例等

警備員等の不祥事案、労働災害等による死傷事案、死傷者数等は、関係機関の

公表や報道機関により把握し、東警協ホームページに掲載するとともに、研修会

等でその浸透に努めた。

( ) 警備業の実態把握調査研究3
協会事業として必要とされる教育、講習等を検討するため、 警備業者、警備員

の数、警備業務種別、各資格者、検定保有者等の実態を調査するとともに、会員に

対して、協会に求める事業、講習、研修会等のアンケート調査を実施した。

今後、その結果に基づいた事業等の推進に努めていく。

( ) 大規模災害等発生時の対応等の研究4
ア ３月１１日発生した東日本大震災直近の３月２４日、臨時の災害対策委員会を

開催した。特に今回の災害では、携帯電話の不通、交通機関の途絶等により、

警備活動に支障を来すことが判明したことから、大規模災害発生時の通信手段、

招集方法等、必要とされる現実的な対応策について協議した。特にその中でも、

通信手段については、メールによる情報が有効であり、その整備に努めることと

した。また、関係機関等の情報等を集約するとともに、警視庁、消防庁等から

指導を仰ぎ、今後の災害対策支援活動に活かしていくこととした。

イ １１月横浜で開催されたＡＰＥＣに伴い、その事前対策として、テロ対策を

踏まえた講義のほか、爆発物対策、警察犬による爆発物等の臭気判別などの研修

を行い、必要とされる警備員の数、知識・技術等について学んだ。

２ 適正化指導事業

安全産業としての警備業の社会的責任を果たし、適正業務の確保のため、関係法令

の改正等の周知徹底を図るとともに、自主的に業務の適正化を図ることを目的とした

研修会等を次のとおり実施した。

( ) 施設警備業務研修会1
９月１３日東警協第２研修センターにおいて、施設警備業務各社の経営者、指導

教育責任者を主体に研修会を実施した。警視庁、消防庁及び東京労働局の担当官

から「警備業の概況と適正業務」「施設警備における自衛消防活動の留意事項」

「警備業務における労働者派遣の現状と問題点」などの研修を受け、法令遵守の

重要性について学んだ （参加者 １６５名）。

( ) 交通誘導警備業務研修会2
９月２４日東警協第２研修センターにおいて、交通誘導警備業務各社の経営者、

指導教育責任者を主体に研修会を実施した。警視庁担当官から「警備業務の当面の

諸問題 配置基準の現状 について 東警協専務理事から 特別講習送り出し教育」「 」 、 「

の必要性」、東警協講師から「特別講習受講の心構えと現状」などの研修を受け、

警備業務の適正な実施、特別講習受講者に対する経営者等のあり方等について認識
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を新たにした （参加者 １４１名）。

( ) 機械・輸送警備業務研修会3
、 、７月２８日東警協第２研修センターにおいて 機械・輸送警備業務担当の経営者

指導教育責任者等教育幹部を主体に研修会を実施した。警視庁担当官から「外国人

犯罪の現状」、東警協専務理事から「ＡＰＥＣ首脳会議に向けたテロ対策」などの

研修を受け、機械・輸送警備業務における危機管理のあり方について学んだ。

（ ）参加者 ８５名

( ) 機械警備業務管理者研修会4
１０月１８日、東警協第２研修センターにおいて、機械警備業務管理者に対し、

警視庁担当官から「警備業の現状と諸問題」の研修を受け、警備業務の適正な実施

について認識を新たにした （参加者 ６８名）。

( ) 適正業務パトロール5
交通警備業務担当は、４月１９日～４月２５日の間及び１０月１８日から１０月

２４日の間の２回、交通警備安全パトロール週間を設けて、道路工事現場延べ

８６６箇所、２，５０８ポストを２５７社、３，０１７名の担当者がパトロールを

実施し、危険箇所の把握、安全に配慮した配置施策等の個別指導を行うなど、適正

業務の推進に努めた。

( ) 交通誘導警備業務検討会6
６月２８日、１０月２２日の２回、東警協研修センターにおいて、警視庁生活

安全総務課及び交通規制課担当官を招き、交通警備業務担当理事以下代表者及び

東警協専務理事出席の下、検定合格警備員の配置基準をはじめ、交通規制上の安全

対策等について意見交換をした。

( ) (社)日本道路建設業協会との意見交換会7
１１月１９日(社)日本道路建設業協会会議室において、交通警備業務担当理事

以下代表者及び東警協専務理事と(社)日本道路建設業協会関東支部代表者との間で

労務単価の問題や検定合格警備員の配置基準、安全対策等の課題について意見交換

をした。

( ) 機械警備業務経営者等検討会8
適正な機械警備業務の浸透を図るため、１２月９日東警協第２研修センターに

、 。おいて 警視庁担当官を招き機械警備業務経営者等を対象にした検討会を開催した

警視庁の担当官から「機械警備業務の現況と警備業務の適正な実施」についてのコ

メントがあり、企業の真剣な取組みが求められた （参加者 ４７名）。

Ⅳ 災害対策支援事業

（定款第４条第１項第４号「警視庁との協定に基づく大災害発生時における支援活動

等に関する事業 ）」

「犯罪等に強い社会の構築」の目的には、大災害をはじめ、テロ被害等有事の際の

警備員の支援体制も求められている。そのことから、交通誘導警備業務等の専門的知識

と能力を持った警備員が、有事の際には警察力の補完として役立てるよう警視庁等と

締結している「災害時における支援協定及び広域協定」に基づき、有事における支援
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要員の確保、環境構築を図るとともに、技術の向上等を目指した指導者訓練、研修会、

地域ごとの招集訓練を次のとおり実施した。

１ 環境構築

警視庁と締結している現協定は、全国で発生した大規模災害を検証した結果、見直

しの必要があることから、警視庁生活安全総務課に見直しと実効性のある協定締結を

要望したところである。

、 、 、また ３月１１日発生の東日本大震災に伴い 派遣に係る問題点を検討したところ

警備業法上の問題点、通信手段、招集手段等の課題が浮上したことから、これらの

解消を含め、早々に警視庁と検討していくこととした。

(1) 有事に備えた体制等の確立

ア 見直しの要望をしているところであるが、警視庁と締結した「災害時における

交通誘導、警戒業務に関する協定」により、有事に際しては共同企業体として、

３，０００名の要員を確保し、緊急交通路の確保、防犯パトロール、避難場所等

の警戒活動に従事する必要があるため、機会あるごと契約の勧奨をするなど、

継続して体制の整備に努めた。(契約会社 ３７３社（新契約 ３社)）

イ 災害対策支援資金積立資産に伴う規定の改正

旧規定「災害対策支援特定費用準備金管理規則」は、協会と警視庁との災害

対策支援協定に基づき、東京都内において大震災等が発生し、出動した警備員の

災害支援要員としての初期活動に必要な特定費用の準備金として積み立てている

ものであり、有事がなければ費用の支出が不可能である。このようなことから、

費用支出の目的を、災害支援要員の確保、環境構築、訓練、研修会等にも費用の

支出が可能となるように改め、新たに「災害対策支援積立資産に関する規程」に

改正し、その費用支出根拠を明確にした。

( ) 実効のある災害訓練2
初期的訓練としての電話連絡網による招集伝達訓練をはじめ、警視庁の指導を

受けた災害対策実技訓練の実施、東京都総合防災訓練に参加するなど、技術・技能

の向上に努めた。

ア 災害対策指導者訓練

５月１０日警視庁交通安全指導センターにおいて、指導者に対する災害対策訓練

を行った。この訓練には災害対策委員と各警察署班の班長を中心に指導者が参加

して、交通誘導基本動作訓練、警察官との連携による交通整理・誘導及び避難誘導

訓練、ゴージャックを使用した放置車両の移動、要救助者の搬送及びＡＥＤ(自動

体外式除細動器)操作等の訓練を実施した。また、視聴覚教養では、震災対策を

テーマに阪神淡路大震災、新潟中越地震の災害状況のビデオを視聴しながら解説を

受け、地震発生時の対応等について研修した （参加者 ２７１名）。

イ 東京都総合防災訓練への参加

８月２９日「自助・共助」と「連携」をテーマに、東京都、文京区との合同訓練

に参加し、交差点での交通誘導、帰宅困難者の避難誘導などの実践的訓練を実施

した （参加者 １３０名）。
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ウ その他の訓練

９月１日及び１月１７日の２回、電話連絡網による招集伝達訓練及びメール登録

会社を対象にメール送信による伝達訓練を実施した。

また、会員各社は、各警察署において実施された震災訓練等にそれぞれ自主参加

したほか、各地区においても研修会等を実施した。

２ 臨時災害対策委員会の開催

東日本大震災の発生に伴い、災害対策支援事業を進める上で、その支援のあり方等

に大きな教訓となったことから、３月２４日臨時の災害対策委員会を開催し、この

災害で得た通信手段及び交通網の不通に伴う教訓を活かすべく、今後の情報共有等に

ついて協議した。今後も、警視庁等関係機関の指導を仰ぎながら、より効果のある

支援対策をとっていく。

Ⅴ 表彰等事業

（定款上の事業～定款第４条第１項第９号「警備業に関する資料の収集及び情報の交

換並びに相談 指導及び苦情の処理に関する事業 第１０号 警備業務に関し 功労、 」、 「 、

のあった者に対する表彰事業 第１２号 その他協会の目的達成のために必要とする」、 「

事業 ）」

他の模範となる警備員を選考して表彰するなど、協会が率先して警備員の質の向上に

努めたほか、警備業で共通する労務問題の対策を図るための研修会を実施した。

また、情報の共有を図るため、警備業務別、地区別に意見交換会等を開催した。

さらに 会員を対象に 上級救命講習 不当要求防止責任者講習 の受講希望者を募っ、 「 」「 」

て受講させるなど、警備業にも必要とされる資格取得のための事業を推進した。

１ 表彰事業

優良警備員の表彰

、 、 、１０月２６日銀座ブロッサムにおいて 優良警備員の表彰式を行い １級１１７名

２級５２０名計６３７名を表彰した。

２ 労務関係事業

( ) 業務適正化推進大会1
適正警備を推進する上で不可欠である業務中の労働災害防止の気運を醸成する

ため、２月１５日東食健保会館において「業務適正化推進大会～リスクセミナー

２０１１～」を開催した。

開会冒頭に、産業安全運動１００年記念事業実行委員会が推進する記念事業の

一環として、この１００年に労働災害で犠牲になられた方々に哀悼の意を表すとと

もに、安全衛生活動に尽力された先人に敬意を表し、これからも労働災害防止に

協会一丸となって全力を尽くすという思いを込めて１分間の黙祷を行った。

その後、労働災害防止に関する「論文 「ポスター 「標語」の優秀者に会長賞を」 」

授与した後、東京労働局の安全専門官から「災害分析とリスクアセスメント」、

東警協専務理事から「労働災害と経営者の責任」の研修を実施した。研修後、大会



- 12 -

宣言を採択、労働災害防止に取り組むことを誓って閉幕した （参加者３１８名）。

( ) 交通警備適正業務研修会（労務単価実務者研修会）2
国土交通省と農林水産省が公共工事の工事費の積算に用いるために、毎年１０月

行う「公共事業労務費調査」に適正に対応するため、８月１８日東警協第２研修

センターにおいて、主として交通誘導警備業務各社の経営者、経理担当の実務者を

参加させた研修会を開催した。

労務費調査には、業界を挙げて適正に対応し、労務単価の向上への努力が求め

られることから、特に今回の研修会には、全警協が推進する「平成２２年度交通

誘導員労務単価問題対策『モデル県 」に応募し、全警協から、労務単価の専門員』

２名を講師として派遣していただき実施した。

提出書類の作成要領等を具体的に指導を受けるなど、正確な調査表の作成の重要

性を認識した研修会となった （参加者 ９０名）。

( ) 施設警備適正業務研修会（労務管理者研修会）3
１１月４日東警協第２研修センターにおいて、施設警備業務の各社経営者を主体

に、講師に社会保険労務士を招き「会社を守るための労基署対策」の研修を実施、

経営者としてのあり方について研究した （参加者 ２３０名）。

３ その他会員対象事業

( ) 業務別意見交換会1
ア 施設警備業務

２月４日ホテルラングウッドにおいて意見交換会を開催し、平成２２年度の

施設警備業務の活動報告後、研修会を実施、東警協専務理事から「警備業の諸問

題 、朝日新聞政治部長から「国家の危機管理から読みとる企業のリスクマネー」

ジメント」について研修し、業務における危機管理の重要性について学んだ。

（参加者２６２名）

イ 交通誘導警備業務

２月１０日ラ・ベルオーラムにおいて意見交換会を開催し、平成２２年度の

交通誘導警備業務の活動報告後、研修会を実施、警視庁担当官から「交通誘導

警備業務配置基準前と配置基準後の事故比較」「交通規制からみた警備業の

」、 「 」 。あり方と事故防止 東警協専務理事から 警備業の諸問題 について研修した

特に今回の研修会に、警視庁交通規制課の担当官を招致したが、交通事故防止

の重要性についての指導を受け、業務の適正な実施とともに、交通事故の防止に

取り組んでいくことを誓った （参加者１９５名）。

ウ 機械・輸送警備業務

２月８日アルカディア市ヶ谷において意見交換会を開催し、平成２２年度の

機械・輸送警備業務の活動報告後、研修会を実施、警視庁担当官から「警備業の

現状と諸問題」の研修をするとともに、警備業務の適正な実施には経営陣が先頭

になる必要があることについて意見交換した （参加者８４名）。

( ) 地区別意見交換会2
中央地区、千代田地区、城南地区、南西地区、新宿地区、北西地区、北東地区、

多摩地区の８地区それぞれが、報告会とあわせて諸官庁等から講師を招き「適正な
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」「 」「 」警備業務のあり方 ＡＰＥＣに向けた注意事項 改正労基法の概要と企業の対応

一般社団法人移行の概要 消防法の改正 等 時機と問題点をとらえた研修会を「 」「 」 、

実施し、適正業務の重要性等について研修した。

( ) 上級救命講習3
他機関の実施する各種資格取得講習のうち、警備業務に特に関連のある東京消防

庁が実施する上級救命講習を上野消防署において受講した。

（ ）受講者延べ ５回 １４４名

( ) 暴力団等反社会的勢力排除活動4
平成２１年５月の通常総会で「東京都警備業協会暴力団等反社会的勢力排除・

対策協議会」を設立し反社会的勢力の排除活動を推進してきたが、さらに効果的に

推進するため、警視庁をはじめとする関係機関と緊密な連携を取り、警備業界への

暴力団等反社会的勢力介入の排除と健全かつ適正な警備業務を実施するため、次の

とおり研修会等を行った。

ア 東京都警備業協会暴力団等反社会的勢力排除・対策協議会総会の開催

７月２１日の理事会開催にあわせて、東京都警備業協会暴力団等反社会的勢力

排除・対策協議会総会を開催し、役員の選任、活動結果等の報告をした。

イ 不当要求防止責任者講習の開催

政府指針に「警備業者は、本社、支店、各営業所に不当要求防止責任者を配置

する」となっていることから、６月２日及び９月３日の２回、東警協第２研修

センターにおいて、会員各社の法人代表、総務・法務担当を主体に、警視庁及び

財団法人暴力団追放運動推進都民センターから講師を招き、平時・有事の心構え

、 。や対策を身につけるための不当要求防止責任者講習を開催し その推進に努めた

（ ）参加者延べ ３２３名

ウ 地区研修会の実施

城南地区では、７月１６日グランドアーク半蔵門において研修会を実施、組織

犯罪対策第四課の担当官から「事件から見た都内における暴力団の活動」の研修

をし、企業に浸透する暴力団の実態と、その対策を学んだ （参加者１００名）。

エ 文書の発出等

東京都契約関係暴力団等対策措置要綱が平成２２年１０月８日改正されたこと

に伴い、改正に関するＱ＆Ａなどの関係規程等を東警協ホームページで紹介した

ほか、警察庁からの全警協に対する要請文書「警備業界からの暴力団等反社会的

勢力排除の推進について」に基づく、東警協会長名の文書「暴力団等反社会的

勢力排除の推進について」を発出し、各企業の取組み推進・努力を求めた。

オ 暴力団追放都民大会に参加

１０月６日第１９回暴力団追放都民大会が日比谷公会堂で開催された。東警協

からは、事務局担当者と、初めて会員企業からの参加を求め、その代表者が参加

し、暴力団等反社会的勢力排除の熱気を目の当たりにした。
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Ⅵ 管理部門

（定款上の事業～定款第４条第１項第１２号「その他協会の目的達成のために必要と

する事業 ）」

１ 会員への情報提供システム等の充実強化

ア 前年度、会員専用のホームページを構築し、利用方法、管理者ログイン用パスワ

ード及び一般会員ログイン用パスワードを通知したが、さらに各種調査回答が容易

にできるようにするなど、効率化を図った。

イ 新任教育、現任教育、予備講習などの受付事務を効率よく推進するため、システ

ム開発に努めた。

２ 一般社団法人への移行準備の推進

ア 法人移行に伴う作業を推進するため、東警協委託の会計士、税理士に出席いただ

き８回勉強会を開催したほか、法人移行セミナーに３回担当者を参加させた。

イ 当初の公益社団法人移行認定申請から一般社団法人移行認可申請をすることに

方針を変更したことに伴い、一般社団法人移行に係る諸問題の情報共有のため、

理事会及び各地区の研修会等において「一般社団法人移行の概要等」について説明

を行い、理解を求めた。

３ 組織及び規定等の整備

平成２４年４月ころの一般社団法人移行認可申請を目途に、定款変更案、理事会

運営規則、理事の職務権限規程等の整備を進めている。

４ その他

( ) 東京都公安委員会定期検査の受検1
１１月８日特例民法法人に係る東京都公安委員会定期検査を受検した。

検査員

警視庁総務部企画課 担当官（２名）

警視庁総務部会計課 担当官（１名）

ア 総評として「地区防犯協会に対する青パトの寄贈、振り込め詐欺被害防止等

グッズとして、ピタックリーン（携帯電話クリーナー）の作成配布、ひったくり

被害防止のチラシを付けたひったくり被害防止ネットの購入配布など、犯罪抑止

対策のための公共性の高い事業を積極的に行っている。帳簿類、書類は整理され

適正に保管されているほか、総会、理事会の議事録も細部に渉り録取作成されて

いた」との結果であり、さらに推進していく。

イ 検討及び改善を要する事項として「諸規程の整備に努められたい」との結果で

あり、現在一般社団法人移行認可のための定款をはじめとした諸規定の整備を進

めている。

( ) 通常総会2
ア ５月１７日グランドアーク半蔵門において通常総会（決算）を開催、終了後

意見交換会を実施した。
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イ ３月２８日グランドアーク半蔵門において通常総会（予算）を開催した。

( ) 新年互礼会3
１月１８日グランドアーク半蔵門において、新年互礼会を実施した。

( ) 理事会4
ア 東警協会議室において下記のとおり開催した。

①４月２０日、②７月２１日、③９月２２日、④１１月２９日、⑤２月２３日

イ グランドアーク半蔵門において下記のとおり開催した。

①１月１８日

( ) 東日本大震災の被災者に対する義援金の募集5
東日本大震災の被災者に対する義援金募集の依頼が全警協からあり、当協会も

協力することとしホームページで募ったところ、７６社から２，６８５，０００円

の募金があり、３月２８日全警協の指定口座に振り込んだ。
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